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なる点を指摘している。 
第4章「北京市回龍観地区保障性住宅の事例分析」では、第1章、第2章、第3章で指摘し
た供給制度の問題、貧富格差による問題に着目し、保障性住宅の建設運営の実際を理解す
るために、北京市の一地区を事例として取り上げて、北京市にある大規模住宅地―回龍観
地区を対象に、筆者独自の住民アンケート調査及びヒアリング調査を実施した。この調査
では、住民の特徴および居住環境の満足度などを明らかにした。その調査を補完するため
に、現地で数度にわたりヒアリングなどフィールドワークを実施した。そのデータに基づ
いて、生活インフラ面の住宅の質、居住者の収入、交通利便性、コミュニティーの維持管
理が今後の保障性住宅政策における重要なポイントであると指摘した。なお、既存研究で
は、この種の住民意識調査・実態調査の実施やそれに基づく分析はあまり見られない。 
第5章「これまでの保障性住宅政策の分析」では、各章の結果をまとめた上で、現代中国
の保障性住宅の供給システムを分析し、既存研究で指摘される住宅政策を巡る問題点とし
て、保障性住宅における公的資金の運用のあり方を検討した。中国だけではなく、海外の
公共住宅の先進事例、ここでは日本の公営住宅の仕組みと比較して、住宅供給システムに
存在する問題とその解決方法を簡単ながら整理した。その結果に基づき、中国の戸籍制度、
経済体制、政治体制及び市民意識を含め、総合的に考慮した政策方針が必要であり、中央
政府の主導体制から自治体や民間企業の参加による官民連携の体制への転換が求められる。
この主張は、昨年打ち出された所有権共有住宅と同一立場となっている。 
以上のように本論文では、中国の住宅政策、特に保障性住宅の現状と課題を分析し、中
国の行政体制における政策の制定、運営、管理上には欠陥が存在しており、それが現在の
保障性住宅制度の課題であることを明らかにした。ここで得られた調査結果や分析結果は、
今後の政策や改革の方向性を提示することとともに、中国の都市計画、住宅政策に関する
研究の発展に有意義な資料となると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
